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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　音声品質を評価する方法であって、
　第１音声信号および第２音声信号についての第１音声品質評価および第２音声品質評価
を、前記第１音声および第２音声信号について明瞭発音電力と非明瞭発音電力とを比較す
ることにより決定する工程であって、前記第２音声信号が処理された音声信号であり、お
よび前記第１音声信号が前記第２音声信号のひずんだバージョンであり、前記明瞭発音電
力および非明瞭発音電力が、前記第１音声信号および第２音声信号の明瞭発音周波数およ
び非明瞭発音周波数に関連付けられている工程と、
　前記第１音声品質評価と前記第２音声品質評価とを比較して、補償された音声品質評価
を得る工程であって、この補償された音声品質評価が前記第１音声品質評価と前記第２音
声品質評価の間の差に相当するものである工程とを含み、
　明瞭発音電力と非明瞭発音電力とを比較する前記処理は、
（ｉ）複数の臨界帯域信号を得るために、前記第１音声信号および第２音声信号をろ波す
る処理、（ｉｉ）複数の変調スペクトルを得るために、前記複数の臨界帯域信号について
包絡線分析を実施する処理、および（ｉｉｉ）前記複数の変調スペクトルの各々に対して
フーリエ変換を実施する処理を含む方法。
【請求項２】
　前記第１音声品質評価および前記第２音声品質評価を決定する前に、前記第２音声信号
をひずませて、前記第１音声信号を生成する工程をさらに含む、請求項１に記載の方法。
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【請求項３】
　前記第１音声品質評価および前記第２音声品質評価が、客観的音声品質評価のための同
一技法を使用して決定される、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記補償された音声品質評価が、前記第１音声品質評価と前記第２音声品質評価との比
に相当する、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記第１音声品質評価および前記第２音声品質評価が、音声の聴覚明瞭度分析を使用し
て決定される、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記明瞭発音周波数が、約２～１２．５Ｈｚである、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記明瞭発音周波数が、人間の明瞭発音速度にほぼ対応する、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記非明瞭発音周波数が、明瞭発音周波数よりおおよそ高い、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記明瞭発音電力と前記非明瞭発音電力との前記比較が、前記明瞭発音電力と前記非明
瞭発音電力との比を求めることである、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記比が、前記明瞭発音電力および小さい定数を含む分子と、前記非明瞭発音電力と前
記小さい定数との和を含む分母とを含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記明瞭発音電力と前記非明瞭発音電力との比較が、前記明瞭発音電力と前記非明瞭発
音電力との差である、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第１音声品質評価及び前記第２音声品質評価を決定する工程が、
　前記明瞭発音電力と前記非明瞭発音電力の間の前記比較を行うことによりおよびＤＣ成
分電力に基づく重み付けファクタを使用することにより局部音声品質を決定する工程を含
む、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第１音声品質評価または前記第２音声品質評価が、前記局部音声品質を使用して決
定される、請求項１２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、通信システムに関し、具体的には、音声品質評価に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムの性能は、とりわけ、音声品質の観点から測定することができる。当
技術分野では、音声品質を評価する２つの技法が存在する。第１の技法は、主観的技法で
ある（これ以後「主観的音声品質評価」と呼ぶ）。主観的音声品質評価では、聴取者を使
用して、処理された音声の音声品質を評価する。この場合、処理された音声は、受信器に
おいて処理された伝送後の音声信号である。この技法は、個人の知覚に基づくので主観的
であり、人間による音声品質評価は、通常、表音内容、話し方、または個々の話者の相違
を考慮に入れる。主観的音声品質評価は、コストがかかり、時間がかかることがある。
【０００３】
　第２の技法は、客観的技法である（これ以後「客観的音声品質評価」と呼ぶ）。客観的
音声品質評価は、個人の知覚に基づいていない。ほとんどの客観的音声品質評価の技法は
、既知の元の音声、または処理された音声から推定された、再構築された元の音声に基づ
く。しかし、これらの客観的技法は、表音内容、話し方、または個々の話者の相違を考慮
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に入れない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　したがって、表音内容、話し方、または個々の話者の相違を考慮に入れて客観的に音声
品質を評価することが求められている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、音声品質評価される音声信号をひずませることによって、表音内容、話し方
、または個々の話者の相違を明らかにする客観的音声品質評価の方法である。音声信号の
ひずんだバージョンを使用することによって、音声品質を評価する際に、異なる表音内容
、異なる個々の話者、および異なる話し方を補償することが可能である。音声信号をひず
ませることによって客観的音声品質評価が低下する量は、特に音声信号のひずんだバージ
ョンのひずみ量が厳密であるとき、異なる音声信号について同様に維持される。発声に依
存する明瞭度について補償された音声品質評価を得るために、ひずんだ音声信号について
の客観的音声品質評価と元のひずんでいない音声信号についての客観的音声品質評価とを
比較する。一実施形態では、比較は、ひずんだ音声信号とひずんでいない音声信号との客
観的音声品質評価の相違に相当する。
　本発明の特徴、態様、および利点は、以下の記述、添付の請求項、および付随する図面
に関してより良く理解されるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　本発明は、処理された音声をひずませることによって、表音内容、話し方、または個々
の話者の相違を明らかにする客観的音声品質評価方法である。客観的音声品質評価は、同
じ主観的音声品質スコアを有する異なる音声信号について異なる値をもたらす傾向がある
。これらの値が異なる理由は、変調スペクトル領域におけるスペクトル内容の分布が異な
るためである。処理された音声信号のひずんだバージョンを使用することによって、異な
る表音内容、異なる個々の話者、および異なる話し方を補償することが可能である。音声
信号をひずませることによって客観的音声品質評価が低下する量は、特にひずみが厳密で
あるとき、異なる音声信号について同様に維持される。発声に依存明瞭度について補償さ
れた音声品質評価を得るために、ひずんだ音声信号と元のひずんでいない音声信号との客
観的音声信号評価を比較する。
【０００７】
　図１は、本発明による発声依存明瞭度を補償する客観的音声品質評価構成１０を示す。
客観的音声品質評価構成１０は、複数の客観的音声品質評価モジュール１２、１４と、ひ
ずみモジュール１６と、発声固有バイアス補償モジュール１８とを備える。音声信号ｓ（
ｔ）が、入力としてひずみモジュール１６および客観的音声品質評価モジュール１２に提
供される。ひずみモジュール１６において、音声信号ｓ（ｔ）をひずませて、変調雑音基
準単位（ｍｏｄｕｌａｔｅｄ　Ｎｏｉｓｅ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｕｎｉｔ　ＭＮＲＵ）
音声信号ｓ’（ｔ）を生成する。すなわち、ひずみモジュール１６は、入力信号ｓ（ｔ）
の雑音バージョンを生成する。次いで、ＭＮＲＵ音声信号ｓ’（ｔ）は、入力として客観
的音声品質評価モジュール１４に提供される。
【０００８】
　客観的音声品質評価モジュール１２、１４において、音声信号ｓ（ｔ）およびＭＮＲＵ
音声信号ｓ’（ｔ）を処理して、客観的音声品質評価ＳＱ（ｓ（ｔ））およびＳＱ（ｓ’
（ｔ））を得る。客観的音声品質評価モジュール１２、１４は、あらゆる入力音声信号に
対して実施される処理のタイプについて本質的に同一である。すなわち、両方の客観的音
声品質評価モジュール１２、１４が、同じ入力音声信号を受信する場合、両方のモジュー
ル１２、１４の出力信号は、ほぼ同一である。他の実施形態では、客観的音声品質評価モ
ジュール１２、１４は、互いに異なる方式で音声信号ｓ（ｔ）およびｓ’（ｔ）を処理す
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ることが可能であることに留意されたい。客観的音声信号評価モジュールは、当技術分野
では周知である。そのようなモジュールの例について、以下で記述する。
【０００９】
　次いで、客観的音声品質評価ＳＱ（ｓ（ｔ））とＳＱ（ｓ’（ｔ））とを比較して、発
声依存明瞭度を補償する音声品質評価ＳＱｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄを獲得する。一実施形
態では、音声品質評価ＳＱｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄは、客観的音声品質評価ＳＱ（ｓ（ｔ
））とＳＱ（ｓ’（ｔ））との相違を使用して決定される。たとえば、ＳＱｃｏｍｐｅｎ

ｓａｔｅｄは、ＳＱ（ｓ（ｔ））からＳＱ（ｓ’（ｔ））を減算したもの、またはＳＱ（
ｓ’（ｔ））からＳＱ（ｓ（ｔ））を減算したものに等しい。他の実施形態では、音声品
質評価ＳＱｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄは、客観的音声品質評価ＳＱ（ｓ（ｔ））とＳＱ（ｓ
’（ｔ））との比に基づいて決定される。たとえば、
【数１】

であり、上式で、μは、小さい一定値である。
【００１０】
　前述したように、客観的音声品質評価モジュール１２、１４は、当技術分野では周知で
ある。図２は、本発明による音声の聴覚明瞭度分析モジュールを使用する客観的音声品質
評価モジュール１２、１４の実施形態２０を示す。図２に示すように、客観的品質評価モ
ジュール２０は、蝸牛フィルタバンク２２と、包絡線分析モジュール２４と、明瞭度分析
モジュール２６とを備える。客観的品質評価モジュール２０において、音声信号ｓ（ｔ）
が、入力として蝸牛フィルタバンク２２に提供される。蝸牛フィルタバンク２２は、周辺
聴覚システムの第１段階に従って音声信号ｓ（ｔ）を処理するための複数の蝸牛フィルタ
ｈｉ（ｔ）を備える。ここでｉ＝１，２，・・・，Ｎｃは、特定の蝸牛フィルタ・チャネ
ルを表し、Ｎｃは、蝸牛フィルタ・チャネルの全数を表す。具体的には、蝸牛フィルタバ
ンク２２は、複数の臨界帯域信号ｓｉ（ｔ）を生成するように音声信号ｓ（ｔ）をろ波す
る。臨界帯域信号ｓｉ（ｔ）は、ｓ（ｔ）とｈｉ（ｔ）との積に等しい。
【００１１】
　複数の臨界帯域信号ｓｉ（ｔ）は、入力として包絡線分析モジュール２４に提供される
。包絡線分析モジュール２４において、複数の臨界帯域信号ｓｉ（ｔ）を処理して、複数
の包絡線ａｉ（ｔ）を得る。ここで、

【数２】

であり、

【数３】
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は、ｓｉ（ｔ）のヒルベルト変換である。
【００１２】
　次いで、複数の包絡線ａｉ（ｔ）は、入力として明瞭度分析モジュール２６に提供され
る。明瞭度分析モジュール２６において、複数の包絡線ａｉ（ｔ）を処理して、音声信号
ｓ（ｔ）の音声品質評価を得る。具体的には、明瞭度分析モジュール２６は、人間の明瞭
発音システムから生成された信号に関連付けられた電力（これ以後「明瞭発音電力ＰＡ（
ｍ，ｉ）」と呼ぶ）を、人間の明瞭発音システムから生成されない信号に関連付けられた
電力（これ以後「非明瞭発音電力ＰＮＡ（ｍ，ｉ）」と呼ぶ）と比較する。次いで、その
ような比較を使用して、音声品質評価を実施する。
【００１３】
　図３は、明瞭度分析モジュール２６において、本発明の一実施形態による複数の包絡線
ａｉ（ｔ）を処理するためのフローチャート３００を示す。工程３１０において、複数の
包絡線ａｉ（ｔ）のそれぞれのフレームｍに対してフーリエ変換を実施して、変調スペク
トルＡｉ（ｍ，ｆ）を生成する。ｆは周波数である。
【００１４】
　図４は、電力対周波数の観点から変調スペクトルＡｉ（ｍ，ｆ）を示す例４０である。
例４０では、明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ）は、周波数２～１２．５Ｈｚに関連付けられた
電力であり、非明瞭発音電力ＰＮＡ（ｍ，ｉ）は、１２．５Ｈｚより高い周波数に関連付
けられた電力である。２Ｈｚ未満の周波数に関連する電力ＰＮ０（ｍ，ｉ）は、臨界帯域
信号ａｉ（ｔ）のフレームｍのＤＣ成分である。この例では、明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ
）は、人間の明瞭発音速度が２～１２．５Ｈｚであるということに基づいて、周波数２～
１２．５Ｈｚに関連付けられた電力として選択される。明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ）に関
連付けられた周波数範囲と非明瞭発音電力ＰＮＡ（ｍ，ｉ）に関連付けられた周波数範囲
（これ以後それぞれ「明瞭発音周波数範囲」および「非明瞭発音周波数範囲」と呼ぶ）と
は、隣接する重複しない周波数範囲である。本願の目的のため、「明瞭発音電力ＰＡ（ｍ
，ｉ）」という用語は、人間が明瞭な発音の周波数範囲または上述した周波数範囲２～１
２．５Ｈｚに限定すべきではないことを理解されたい。同様に、「非明瞭発音電力ＰＮＡ

（ｍ，ｉ）」という用語は、明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ）に関連付けられた周波数範囲よ
り高い周波数範囲に限定すべきではない。非明瞭発音周波数範囲は、明瞭発音周波数範囲
と重複するまたはしない可能性があり、もしくは明瞭発音周波数範囲と隣接するまたはし
ない可能性がある。非明瞭発音周波数の範囲は、臨界帯域信号ａｉ（ｔ）のフレームｍの
ＤＣ成分に関連付けられた周波数など、明瞭発音周波数範囲の最低周波数より小さい周波
数を含む可能性もある。
【００１５】
　工程３２０において、各変調スペクトルＡｉ（ｍ，ｆ）について、明瞭度分析モジュー
ル２６は、明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ）と非明瞭発音電力ＰＮＡ（ｍ，ｉ）との比較を実
施する。明瞭度分析モジュール２６のこの実施形態では、明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ）と
非明瞭発音電力ＰＮＡ（ｍ，ｉ）との比較は、明瞭発音対非明瞭発音の比ＡＮＲ（ｍ，ｉ
）である。ＡＮＲは、以下の式によって定義される。
【数４】

上式で、εは、ある程度小さい一定値である。明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ）と非明瞭発音
電力ＰＮＡ（ｍ，ｉ）との他の比較が可能である。たとえば、比較は、式（１）の逆数と
することが可能であり、または、比較は、明瞭発音電力ＰＡ（ｍ，ｉ）と非明瞭発音電力
ＰＮＡ（ｍ，ｉ）との差とすることが可能である。議論を簡単にするために、フローチャ
ート３００によって示した明瞭度分析モジュール２６の実施形態について、式（１）のＡ
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ＮＲ（ｍ，ｉ）を使用する比較に関して議論する。しかし、これは決して、本発明を限定
すると解釈すべきではない。
【００１６】
　工程３３０において、ＡＮＲ（ｍ，ｉ）を使用して、フレームｍについて局部音声品質
ＬＳＱ（ｍ）を決定する。局部音声品質ＬＳＱ（ｍ）は、ＤＣ成分電力ＰＮ０（ｍ，ｉ）
に基く重み付けファクタＲ（ｍ、ｉ）と、すべてのチャネルｉにわたる明瞭発音対非明瞭
発音の比ＡＮＲ（ｍ，ｉ）を使用して決定される。具体的には、局部音声品質ＬＳＱ（ｍ
）は、以下の式を使用して決定される。
【数５】

上式で
【数６】

であり、ｋは、周波数インデックスである。
【００１７】
　工程３４０において、音声信号ｓ（ｔ）の全音声品質ＳＱが、フレームｍについての局
部音声品質ＬＳＱ（ｍ）および対数電力Ｐｓ（ｍ）を使用して決定される。具体的には、
音声品質ＳＱは、以下の式を使用して決定される。

【数７】

上式で、

【数８】

であり、ＬはＬｐノルム（ｎｏｒｍ）、Ｔは音声信号ｓ（ｔ）におけるフレームの全数、
λは任意の値、Ｐｔｈは、可聴信号と沈黙とを識別する閾値である。一実施形態では、λ
は奇数値であることが好ましい。
【００１８】
　明瞭度分析モジュール２６の出力は、すべてのフレームｍにわたる音声品質ＳＱの評価
である。すなわち、音声品質ＳＱは、音声信号ｓ（ｔ）に対する音声品質評価である。
　本発明について、ある実施形態を参照してかなり詳細に記述してきたが、他の形態も可
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能である。したがって、本発明の精神および範囲は、本明細書に包含される実施形態の記
述に限定すべきではない。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明による発声依存明瞭度を補償する客観的音声品質評価構成を示す図である
。
【図２】本発明による音声の聴覚明瞭度分析モジュールを使用する客観的音声品質評価の
実施形態を示す図である。
【図３】明瞭度分析モジュールにおいて、本発明の一実施形態による複数の包絡線ａｉ（
ｔ）を処理するためのフローチャートである。
【図４】電力対周波数の観点から、変調スペクトルＡｉ（ｍ，ｆ）を例示する図である。

【図１】

【図２】

【図３】
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